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技能実習計画の認定に関する取次送出機関の誓約書 

 
 

 次の申請者の次の技能実習生に係る団体監理型技能実習を取り次ぐに当たり、下記の事項を誓

約します。 

 

申請者（実習実施者）の氏

名又は名称 
機構 株式会社 

監理団体の名称  法厚協同組合 

技能実習生の氏名（国籍） 

CHOU HEITEI（中国） 

BOKI KOU（中国） 

SHIN JINKI（中国） 

  ※ 複数名について記載する場合には適宜欄を追加すること。記載しきれない場合には別紙に記載する

ことも可とし、当欄には「別紙のとおり」と記載すること。 

 

記 

 

【誓約事項】 

１ 保証金の徴収その他名目のいかんを問わず、団体監理型技能実習生又はその親族その他の関

係者の財産を管理することは、決していたしません。 

２ 団体監理型技能実習生が技能実習に係る契約を履行しなかった場合に備えて、団体監理型技

能実習生、団体監理型実習実施者、監理団体又は外国の準備機関との間で、違約金等の制裁

を定めることは、決していたしません。 

３ 団体監理型技能実習生等が団体監理型技能実習の申込みの取次ぎ又は外国における団体監

理型技能実習の準備に関して当機関に支払う費用について、団体監理型技能実習生等にその

額及び内訳を十分に理解させた上で合意しています。 

４ 上記のほか、技能実習に関する法令に違反することは、決していたしません。 

 
          20××年 △△月 △△日  作成 

 

取次送出機関の氏名又は名称 ○○公司 

送出機関番号          整理番号 0 0 0 0 

作成責任者 役職・氏名 総経理 〇 △〇 

 

●「送出機関番号」又は「整理番号」を記載。 

「送出機関番号」 

二国間取決めを作成している国の送出機関に 

付された９桁の番号 

（アルファベット３桁＋数字６桁） 

 例：ＶＮＭ０１２３４５６ 

「整理番号」 

二国間取決めを作成していない国の送出機関 

に付された４桁の番号  例：０１１１ 

 

※番号先頭の「０」は省略しないで下さい。 

 

詳しくは、機構ＨＰ「よくある質問（監理団体許

可申請）」12-4、12-5、12-6をお読みください。 


